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ケース 8. 2 表：大西洋をはさんだ両地域における主要な合法化措置プログラ

ムの要約 
  

合法化政策は非正規滞在者を正規滞在者にするものである。しかし、国ごとに合法化政

策の内容は異なるが、合法化は次なる合法化につながりやすい。そのため合法化に逡巡す

る国もいくつかある。 

 
国 名 合法化政策 

実施時期 

申請資格の条件 付与された許

可証のタイプ 

合法化された

移民者と申請

者の数 

ベルギー 2000 年 
プログラム 
 
 
 
 
 

1974 年合法化 

申請資格：1999 年 10 月 1 日以前よ

りベルギーに居住し、庇護申請が留

保中であること。現在、人道的な観

点から故国への帰国が難しいこと、

病気が重くて送還できないこと、あ

るいは、6 年以上続けて居住し過去 5
年の間に送還命令を受けていないこ

と。 
 
申請資格：ベルギー在住の労働者お

よび労働者以外の人々を対象。 
1974 年 8 月より 1975 年 10 月を申

請期間とする。 

長期滞在許可 
 
 
 
 
 
 

 

滞在許可 
 

扶養家族含む申

請者数は 5 万

2,000 人 
 
 
 

 
 
滞在許可者 
7,448 人 
申請者 8,420 人 

カナダ 1973 年プログラ 
ム (プロジェクト 
97) 

申請資格：1972 年 11 月以前よりカ 
ナダに居住していること。雇用の継

続と職歴を証明できること、カナダ

に家族とともに住んでいること。 

長期滞在許可 推定 5 万人以 
上が合法化さ 
れた 

フランス 1997-98 年 
シュヴェーヌマン 
法および正規化措

置 
 
 
 
 

 
1991 年より数回 
 
 
 
 
 
 
 
1981-82 年 
大臣命令他 
布告による 
 
 

申請資格：家族移民の合法化を目的

とするので、非正規状態でフランス

に住む移民とその家族が対象。移民

は連続で 7 年以上フランスに家族と

ともに在住していることを証明でき

ること、あるいは、５年以上連続で

フランスに住み、現在雇用されてお

り、申請者の家族がフランスに住ん

でいることを証明できること。 
 
申請資格：1989 年以前よりフランス

に住み 1989 年 1 月 1 日までに難民

申請をして拒否されたことがある

（ただし、申請の結果がでるのは申

請後 3 年以降であり、家族の場合は

2 年以降である）。そして最低 2 年以

上働いたことを証明できること。 
 
申請資格：1981 年 1 月以前よりフラ

ンスに居住し、申請時に雇用されて

いることが証明できる、あるいは正

規雇用を最低 1 年以上経験したもの 
(合法化措置は他の職業につく移民

永住許可 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
永住許可 
 
 
 
 
 

 
永住許可 
 
 
 
 

合法化された者

7 万 8,000 人 
申請者 14 万人 
 

 

 
 
 
 
合法化された者

1 万 5,000 人 
申請者 5 万人 
 
 
 
 
 
合法化された者

12 万 1,000-13
万人 
申請者は 15 万

人 
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1973 年より数回 
 
 
 

にも適用されるようになった)。 
 
1973 年 6 月 13 日より数回。合法化

により 1973 年 1 月 1 日以前よりフ

ランスに居住する 4 万人の労働者の

地位が合法化された。 

 
 
永住許可 

 
4 万人 

ギリシャ 
 

2001 年 
合法化措置 
(L.no.2919/2001) 
 
 
 
 
 

 

 
1997-98 年 
ホワイトカードお

よびグリーンカー

ド支給に関する大

統領令にもとづく

合法化措置 
(358/2997; 
359/1997) 
 
 
 

申請資格：合法的に入国し、合法滞

在許可失効後もギリシャに継続して

滞在したことを証明できる者、ある

いは、ギリシャで本法適用以前に正

規雇用に 1 年かそれ以上従事したこ

とを証明できる者。 
 
 
 

 

申請資格：第 1 手続きとして、合法

化申請者はまず、6 カ月間滞在許可

を認めるホワイトカードを申請する

こと。第 2 にグリーンカードを申請

すること。グリーンカードは 5 年間

の労働許可が得られる。グリーンカ

ード申請者は 1998 年 1 月より正規

雇用に就く予定であることを証明で

きること。 

10 年間居住後

に 2 年間更新で

きる滞在許可

(10 年後には永

住許可取得資格

が発生する) 
 
 
 

 

6 カ月滞在許可

条件付きホワイ

トカード 
1-5 年の更新可

能な労働許可と

滞在許可付きの

ホワイトカード 

申請者 
35 万 1,000 人 
(GAO お よ び

OECD） 
36万 8,000人の 
申請者があり、

合法化されたも

のは 22万 8,000
人との推計もあ

る(Levinson) 
 
37万 1,000人が 
ホワイトカード

を 取 得  (GAO
および OECD）。

他に 22万 8,000
人の申請者があ

り、グリーンカ

ードを取得した

のは 22 万人と

の推計もある   
(Levinson) 

イタリア 2002 年ボッシ =
フィニ法 

(L.189/2002) 
 

 

1998 年 
トルコ =  
ナポリターノ法 
(L.40/1998) 
 
1995 年 
政令による 
(L.486/1995) 
 

 
1990 年 
マルテリ法 
(L.39/90) 
 
1986 年 
合法化措置 
(L.943/86) 

申請資格：継続的に雇用されていた

ことが証明できると同時に、最低 3
カ月分の社会保障費を支払っている

こと。 

 

申請資格：1998 年 3 月 27 日以前よ

りイタリアに居住し、居住を証明で

きることに加えて、給与に対し源泉

徴収が行われていること。 
 
申請資格：イタリアに居住している

こと、過去 6 カ月は雇用されていた

こと、あるいは雇用契約がなされた

こと。加えて、3 カ月分の社会保障

費を支払っていること。 
 
申請資格：労働者と学生で 1989 年

12 月 31 日以前よりイタリアに居住

していること。 
 
申請資格：申請書は 1987 年 1 月 27
日までにイタリアで提出することが

できること、そしてスポンサーとな

れる雇用者がいること。 

更新可能な 1 年

滞在許可 
 
 

 

短期滞在許可 
 

 

1 年ないし 2 年 
間の更新可能な 
労働許可 
 
 
 
2 年間の更新可

能な労働許可 
 
 
短期滞在労働許

可 

合法化された者

約 63 万 5,000
人。申請者は

2004 年初頭時

点で 70 万人 
 
21万 7,000人が

合法化 
 
 
 
約 24 万 5,000
人が許可証取得 
 
 
 
 
約 21 万 7,000
人が許可証を取

得 
 
約 11 万 9,000 
人が滞在許可を

取得 

ルクセン

ブルク 
2001 年 
合法化措置 

申請資格：1998 年 7 月 1 日以前より

ルクセンブルクに居住していたか、

あるいは 2000 年 1 月 1 日以前に雇

継続的な雇用を

証明できれば延

長可能な短期滞

2,894 人の 
申請者 (主に旧

ユーゴスラヴィ
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用されていた移民で、2001 年 1 月 1
日以前に難民として到着した者。 

在ヴィザ アからの移民 )
のなかで 1,554
人の申請が採用

され、2002 年

12 月 31 日まで

に 1,839 人が合

法化可能との回

答を得る 
 （Levinson） 

オランダ 1979 年 
「過渡的正規化措

置」 
 
1975 年 
合法化措置 

申請資格：1978年 1月 1日から 1979
年 11 月 1 日の間、雇用を中断するこ

となく継続した外国人。 
 
1974 年 11 月 1 日以前より居住し、

継続的に雇用されていた者。 

滞在・労働許可 
 
 
 
永住許可 

1,800 人の労 
働者 
 
 
1 万 8,000 人の

申請者中合法化

された者は 1 万

5,000 人 
ポルトガル 

 
 
 
 
 
 
 

2004 年 
合法化措置 
 
 
 
布告／法 (2001年

4 月) による合法

化 
 
 
 
1996 年 
合法化措置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1992-93 年 
合法化措置 

申請資格：本法律 (34/2003) が施行

されるまでの最低 90 日の間、社会保

障費および税を支払った移民。 
 
 
申請資格：継続的に居住し労働許可

証を所有している者。 
 
 
 
 
申請資格：雇用されていること、ポ

ルトガル語に関する基礎的知識があ

ることを証明できること、現在居住

していること、犯罪を犯していない

こと、ポルトガル語圏諸国よりの国

民の申請要件は、1995 年 12 月 31
日以後ポルトガルに居住し続けてい

ることを要件とする。それ以外の国

からの国民は 1995 年 3 月 25 日以後

居住していること。 
 
 
 
 
 
申請資格：1992 年 4 月 15 日以前よ

りポルトガル領土内に居住している

こと。 

在留許可 
 
 
 
 
4 回まで更新可

能な在留許可 

(5 年後に永住許

可申請資格を得

られる) 
 
短期滞在許可 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
短期滞在および

労働許可 

3,000 人が合法

化（OECD） 
 
 
 
約 17 万 9,000
人に許可証が交

付された 
 
 
 
GAO と OECD
は約 2 万 2,000
人の移民が合法

化されたとする

が、レヴィンソ

ンによると 3 万

5,000 人の申請

者中 3 万 1,000
人の合法化が行

われた。カルロ

ス・マルケスと

ペドロ・ゴイス

によると 3 万

5,000 人 
 
推計 8 万人の申

請者に対して

(Levinson)、約 3
万 9,000 人が許

可を得ている 
スペイン 2005 年 

「正規化措置」布

告 
 
 
 
 
 
 

申請資格： 2004 年 8 月 7 日以前に

居住地の自治体に登録していること

が証明できること、申請時まで継続

的に居住していること、雇用証明書

を提示できること、犯罪を犯してい

ないこと。雇用者が申請者の社会保

障費を支払っていることを証明でき

ること、過去 12 カ月の間に移民法違

更新可能な 1 年

間の滞在許可 
 
 
 
 
 
 
 

54万 9,000人が

合法化された 
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2000 年 
移 民 法 に よ る

2000 年と 2001 年

の合法化措置 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

1996 年国王布告 
による合法化措置 
 
 
 
 
 
1991 年 
合法化措置 
 
 
 
 
1985 年外国人の 
自由と権利に関す 
る法にもとづく合

法化措置 

反を犯していないこと、労働法に違

反したり、従業員の権利を侵してい

ないこと。 
 
2001 年措置の申請資格：2001 年 1
月 23 日以前よりスペインに居住し 
ていること、雇用を証明できること、 
スペイン国民あるいは外国人と結婚 
していること、犯罪を犯していない 
こと。 
 
2000 年措置の申請資格：1999 年 6
月 1 日以前よりスペインに居住して

いること、過去 3 年間の在留許可を

得ていること、1996 年 1 月以前より

スペインで家族とともに暮らしてい

ること。 
 
申請資格：1996 年 1 月 1 日以前に雇

用されていたこと、1996 年 5 月以降

に滞在許可を得ていること、申請者

の家族が、1996 年 1 月以前よりスペ

イン領に住んでいること。 
 
 
申請資格：1991 年 5 月 15 日より居

住し労働している者、あるいは庇護

申請をして却下されたか、保留状態

にある者。 
 
申請資格：現在雇用されている、あ

るいは雇用予定であり、1985 年 7 月

24 日以前よりスペイン在住の者。 
 

 
 
 
 
 
更新可能な 1 年

間の在留許可 
 
 
 
 
 
更新可能な 1 年

間の滞在・労働

許可 
 
 
 
 
5 年間の滞在許 
可 
 
 
 
 
 
3 年間の滞在許 
可 
 
 
 
更新可能な 1 年

の滞在許可 
 

 
 
 
 
 
約 24 万人に許

可証が交付され

る 
 
 
 
 
約 16 万 4,000
人が許可証を得

る 
 
 
 
 
レヴィンソンに

よると最大 2 万

5,000 人の申請

者中、2 万 1,000
人以上が許可を

受ける 
 
13万 5,000人の

申請者のなかか

ら 11 万人が許 
可を受ける 
 
4 万 4,000 人 
の申請者があ

り、レヴィンソ

ンによると 2 万 
3,000 人が許可

を受けている 
スイス 2000 年 

合法化措置 
申請資格：1992 年 12 月 31 日以前

に入国したスリランカからの難民申

請者であり、庇護申請を却下された

ものの、帰国できず居住している者。 

 1 万 5,200 人が

合法化（OECD） 
 

英 国 1998 年 
家事労働者正規化

措置による合法化 
 
 
 
1977 年 
恩赦の実施 
 
 
 
 
1974 年 
恩赦の実施 
 

申請資格：1998 年 7 月 23 日以前に

英国に入国し、現在雇用されている

者、有効なパスポートを所持し、自

立的な生活をしていることを証明で

きる者。 
 
申請資格：英連邦諸国民およびパキ

スタン人であること、1973 年以前に

英国に移民審査官をあざむいて不正

に入国した者。 
 
申請資格：英連邦諸国民およびパキ

スタン人で、1968 年 3 月 9 日から

1973年 1月 1日の間に英国に入国し

1 年間の短期滞

在許可 
 
 
 
 
永住許可 
 
 
 
 
 
永住許可 

1999 年現在で

200 人が許可 
(Levinson) 
 
 
 
申請者 641 人中

許可者 462 人 
 
 
 
 
2,430 人の申請

者中、1,809 人

が許可 
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た者、あるいは 1968 年 3 月 9 日以

前に移民局による入国不許可にもか

かわらず、入国した者。 

 

アメリカ 2000 年 
合法移民およびそ

の家族の公正法

(LIFE) による合

法化措置 
 
 
 
1997-98 年 
NACARA および

HRIF プログラム

にもとづく合法化

措置 
 
 
 
 
 
1986 年 
移民改革・入国管

理法（IRCA）によ

る恩赦の実施 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

申請資格：外国人でアメリカに 1982
年 1 月 1 日以前に入国した者で、

1988年 5月 4日まで継続的にアメリ

カに居住した者。申請者は 1986 年

11 月 6 日より 1988 年 5 月 4 日まで

アメリカに確かに滞在した者である

こと。 
 
申請資格：ニカラグア、キューバ、

ハイチ人であること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
申請資格：I-687 プログラムへの申請

者は、1982 年 1 月 1 日以前より継続

的にアメリカに居住していることを

証明できること、特別農業労働者プ

ログラム（SAW）に申請する者は、

1986 年 5 月 1 日以前より 90 日間ア

メリカに居住し働いていたことを証

明できること。 

永住許可 
 
 
 
 
 
 
 
永住許可 
 
 
 
 
 
 
 
 
永住許可 

40 万人が許可

を受ける 
(OECD) 
 
 
 
 
 
40万 5,000人が

ニカラグア人地

位変更および中

央アメリカ人救

済法とハイチ難

民公正法により

正規化された

（OECD） 
 
1989 年と 1996
年の間に 268 万 
4,900 人が移民

改革・入国管理

法（IRCA）のも

とで恩赦を受け

ている。 I-687
プログラムへの

申請者 170 万人

中 160 万人が恩 
赦を受けてい

る。特別農業労

働者プログラム

への申請者 130
万人中 110 万人

が恩赦を受けて

いる 
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